日本観光サテライト勘定のSAM構築とCGE分析
１．はじめに

　本稿は観光のサテライト勘定の行列表示への試みとその応用一般均衡(Computable General Equilibrium:CGE)分析を行なうものである。

観光に関する研究の中で，観光データに関する研究はWTO(World Tourism Organization)を中心に進められている。SNAの枠組みを利用したサテライト勘定として，観光サテライト勘定(Tourism Satellite Account:TSA)の研究がある。これは，SNAの中枢(コア)の部分はそのままにして，政策上必要な事項に関してサテライト勘定を作成し，政策立案に役立てようとするものである。日本では国土交通省および観光庁を中心に統計の研究･整備が進んでいる。このほか，管(2003)の研究がある。観光サテライトは基本的な概念の整理と集計値の推計が進んでいるが，各国の観光に関連するGDPを実質化する方法については，研究途上にある。

  経済学における観光を扱った研究は，Copeland(1991)があり，一般均衡の枠組みを用いて貿易財と非貿易財（観光財）を扱った研究がある。観光客の観光財消費が観光財価格を上昇させて観光受入国の経済厚生を上昇させることを説明している。CGE分析ではオーストラリアを題材にした研究Adams and Parmenter(1995)がある。このほか，多くの研究があるが，経済のインパクトを考察する研究が多く存在する。
日本における最近の観光に関する施策は，観光立国の実現を21世紀の日本の発展に不可決な課題と位置づけ，「観光立国推進基本法」を平成19年1月に施行し，同法に基づき，観光立国の実現に関する諸施策を推進することから始まる。その後，「観光立国推進基本計画」が平成19年6月に閣議決定され，同計画において，観光立国の実現に関する施策の基本的な方針が下記のように設定された。
1)訪日外国人旅行者数を平成22年までに1,000万人にする，
2)日本人の海外旅行者数を平成22年までに2,000万人にする，
3)国内における観光旅行消費額を平成22年度までに30兆円にする，
4)日本人の国内観光旅行による一人当たりの宿泊数を平成22年度までに年間４泊にする，
5)我が国における国際会議の開催件数を平成23年までに5割以上増やす，
　そこで，本稿ではこれらの方針を参照しながら，観光の経済的インパクトを考察し，施策の今後を考えたい。
２．観光の施策と特徴

平成21年版観光白書から日本の観光の現状を概観することにしよう。
　外国人観光客の国・地域別をみると，１位は韓国(外国人延べ宿泊者数全体に占める割合17.1％），２位は台湾(同16.6％），３位はアメリカ（同12.4％），４位は中国（同11.1％），５位は香港（同8.3％）となり，これら５カ国・地域で全体の65.5％を占める。ほとんど，アジア近隣諸国からの観光となっていることがわかる。
次に都道府県別外国人延べ宿泊者数を国・地域別の構成比をみると，北海道・北陸には台湾から，首都圏・京都にはアメリカから，九州には韓国からの旅行者が多数宿泊している。ここから地域別あるいは都市ごとに来訪する外国人の国籍が違うことが分かる。それぞれの都市ごとに観光の施策を考える必要性もあるだろう。
都道府県別延べ宿泊者数の構成比をみると，外国人延べ宿泊者数の構成比の割合が高いのは，１位が東京都の20％，２位が大阪府の16％となった。また，県外からの日本人宿泊者数の構成比の割合が高いのは，１位の沖縄県が88％，２位が香川県の85％であった。

外国人が東京･大阪に多いのは空港が存在するか空港から近い都市に宿泊するためであろう。日本人宿泊で沖縄が多いのは，距離や交通インフラなど日帰りでは日程的に厳しいことが影響していると考えられる。
外国人の滞在期間については，平成20年は５日以内の比率が，70.7％となり，10日以内，15日以内の比率については，17.3％，5.4％となっている。5日間で日本の観光地をまわることを考えれば，空港がある都市から近い観光地くらいしか回ることはできないだろう。
欧米ではガイド付団体ツアーの割合は非常に小さく，個人で航空券等を個別手配する割合が大きい。アジア諸国では逆にガイド付き団体ツアーの割合が高い傾向にある。

　日本の旅行消費額については，2003年度から承認統計「旅行・観光消費動向調査」を実施し，毎年度推計を行うとともに，旅行消費の経済効果についてTSA（Tourism Satellite Account）を参考とし，旅行消費の経済波及効果を推計する「旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究」を実施している。最新の調査結果である2007年度における国民の国内での旅行消費額は，宿泊旅行が15.3兆円（2005年，16.4兆円），日帰り旅行が4.9兆円（2005年，4.6兆円）となった。また，訪日外国人の国内での旅行消費額は，1.5兆円（2005年，1.6兆円）であった。これらを合計した国内旅行消費額は，23.5兆円（2005年，24.4兆円）と推計されている。
３．観光を含む社会会計行列

社会会計行列(Social Accounting Marix:SAM)に観光を追加したSAMを作成する。2005年SNA，2005年産業連関表と観光に関する推計値には国土交通省の「旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究Ⅵ」を利用した。
まず，SNAなどから行列表示（SAM）のベースケースを作成する。表1にベースケースを示す。各行列には勘定名を記載し，数値が何を表すのかを添え字として追加している。SAMの見方は行の各勘定に対して，貨幣が支払われるようにして読み取る。たとえば，行列(1,2)は中間財を示す。生産勘定（企業などの生産主体）が財･サービス勘定（財･サービス）から，中間財を購入した金額450,006.6となる。このほか各行列の合計が一致する特徴がある。
国土交通省あるいは観光庁では，2000年度，2001年度，2002年度の3か年にわたり「旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究」を実施，その後，「旅行・観光消費の経済効果に関する調査研究」を続けている。「旅行・観光消費の経済効果に関する調査研究」ではTSAの推計の試みが行われ，その結果が公表されている。
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出所　国民経済計算年報：平成20年版 内閣府・経済社会総合研究所および旅行･観光産業の経済効果に関する調査研究Ⅳより作成

表3　観光を含む社会会計行列（SAMiT）
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「旅行・観光消費の経済効果に関する調査研究」では，観光に関連する消費額を推計し，観光GDPの推計を試みている。2005年の観光GDP推計値を利用して，観光サテライトのSAM表示を提案しよう。観光サテライト勘定の様式は，「Tourism Satellite Account:Recommended Methological Framework」などのマニュアルによって作成の指南を得ることができる。推奨されるTableが10表あり，そのうちの6表について作成が進んでいる。その表はTable1 ,Table2 ,Table3 ,Table4,Table6, Table7である（表2を参照）。なお，中間財のデータを提供するTable5の推計が行なわれていないため，SAM作成において中間財の観光財の金額は推計するしかない。
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表3は，表1のSAMに観光の推計値を追加したSAMである。これを本稿ではSAMiT(Social Accounting Matrix including Tourism:SAMiT)と呼ぶことにしよう。

観光GDPは2005年の推計値を用いている。産業連関表の2005年データを用いているためである。観光GDPは年度推計で，SAMは暦年推計の推計値を利用しているが，大きなイベントがあったわけでもなく例年通りと考えて調整はしていない。観光の中間財は産出額，付加価値額，中間財の比率を観光GDPにも当てはめて，中間財を推計した。
観光GDPは99兆1800億円と推計されている。ただし，推計全体が消費の推計に基づいているため，過小な推計になっている可能性がある。
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４．シミュレーション

4.1　モデル

　CGE分析のモデルについては，表3のSAMiTでは，産業別の中間財が分からないため産業分割をせずに，表1のデータを産業別に展開して，観光関連産業として，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，運輸・通信業，サービス業，公務の各産業に対して施策を行なうシミュレーションを実行した。
　モデルは図1のモデル図のように，資本と労働をコブダグラス型の生産関数で表示して混合生産要素を作る。混合生産要素と中間財をレオンチェフ型生産関数で表示し，国内生産物を作る。国内生産物からCET型生産関数で輸出財と国内財に分かれ，国内財と輸入財をCES関数で表示して最終消費財が生産される。モデルでの産業は，農林水産業，製造業，建設業，電気・ガス・水道業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，運輸・通信業，サービス業，公務で，全ての産業で同じ生産過程となることを仮定している。
　家計は代表的個人を仮定している。地域別の家計も考えたが，都道府県別の観光データは比較可能ではないため，多地域モデルでの考察は行なわず，代表的個人モデルとした。

図1　モデル図
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政府行動
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投資と貯蓄
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家計
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輸出入財価格と対外収支
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輸入財と国内財の代替（アーミントンの仮定）
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輸出財と国内財の変形


[image: image35.wmf](

)

i

i

d

i

i

e

i

i

i

D

E

Z

f

f

f

x

x

q

1

1

1

+

=



 EMBED Equation.3  [image: image36.wmf]i

"

          18


[image: image37.wmf]1

1

1

Z

p

p

E

i

i

e

i

z

i

e

i

i

i

f

f

x

q

-

÷

÷

ø

ö

ç

ç

è

æ

=



 EMBED Equation.3  [image: image38.wmf]i

"

            19


[image: image39.wmf]1

1

1

Z

p

p

D

i

i

d

i

z

i

d

i

i

i

f

f

x

q

-

÷

÷

ø

ö

ç

ç

è

æ

=



 EMBED Equation.3  [image: image40.wmf]i

"

            20

市場均衡
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Jの各産業は，農林水産業，製造業，建設業，電気・ガス・水道業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，運輸・通信業，サービス業，公務である。
内生変数
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4.2　結果
　シミュレーションでは，まず，観光関連産業（卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，運輸・通信業，サービス業，公務）に対して，間接税の5％の減税を行なった。また，家計に対して5％の直接税減税を行なった。つまり，税制の変更によって観光へのインパクトを計ろうという試みである。GDPへの影響を見よう。ベースケースが521兆9881億円となっており，税制による変更では，間接税が522兆7638億円（0.15％の上昇），直接税が524兆1214億円（0.41％の上昇）を示し，ほとんど効果を確認することができなかった。

　各産業別のインパクトを見ても，間接税減税では0.42％～0.17％の上昇となり，直接税減税では，0.73％～0.4％の上昇となり大きな変化とはいえないインパクトが生じている。　
次に旅行収支の増加をシミュレートした。観光白書には「訪日外国人旅行者数を平成22年までに1,000万人にする」という方針が掲げられていることを考慮して，2005年の旅行収支を60％増加させるとおよそ1000万人の規模となるため，60％増加を仮定しシミュレートを実行した。GDPでは，612兆5531億円（17.35％の上昇）となり，観光が日本の経済へのインパクトを与える産業として地位を確立させるに十分な貢献をすると期待できる。
各産業別では卸･小売業が19.81％の上昇を示し，その他の産業では，製造業および公務を除き約12％～14％の上昇を示している。

　ただし，60％というのは，なにか大きなイベントでもない限り実現は難しいのではないだろうか。

さらに，イベントが行なわれると仮定して，投資の増加が起こることをシミュレートしてみた。5％の投資の増加で582兆7464億円（11.64％の上昇）のインパクトを与えることができる。各産業別では，建設業で15.82％の上昇を示した。また，農業,製造業,公務を除いた産業では13％～16％の上昇を示し,経済的なインパクトを確認することができる。
　平成22年に限定せず将来的に開催可能な大きなイベントとして，ラグビーのワールドカップ，FIFAワールドカップ（サッカーのワールドカップ，FIFA：国際サッカー連盟）が考えられる。ラグビーは2019年にワールドカップの日本開催が決まっている。サッカーは来年に2018年と2022年の開催地が決定する。

　2019年のラグビーと合わせてFIFAワールドカップも誘致できれば，日本を紹介し日本のファンを作ることもできるだろう。特にサッカーは世界でよく知られた競技であるため，国際的な友好の輪を広げ，かつ自国のPRをするには影響力の強いコンテンツとなるであろう。観光立国を目指す日本としては，開催するべき大会となる。　

　　表4　　　　　　　　　　　　　　10億円
　[image: image86.emf]GDP %

ベース 521988.1

間接税(5%)減税 522763.8 0.15

直接税(5%)減税 524121.4 0.41

旅行収支増加 612553.1 17.35

投資増加（5%） 582746.4 11.64


表5
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農林水産業 製造業 建設業

電気・ガス・

水道業

卸売・小売

業

金融・保険

業

不動産業

運輸・通信

業

サービス業 公務

間接税(5%)減税 0.17 0.16 0.31 0.18 0.22 0.27 0.42 0.32 0.31 -0.01

直接税(5%)減税 0.40 0.42 0.73 0.39 0.39 0.47 0.53 0.45 0.50 -0.08

旅行収支増加 13.26 9.75 15.26 14.01 19.81 14.51 12.15 13.41 13.12 9.99

投資増加（5%） 9.50 9.70 15.82 11.37 10.10 12.45 13.86 12.11 13.03 9.52


５．まとめ

　国内での観光促進策として減税を，外国人観光客誘致のインパクトとして，旅行収支の増加と投資の増加を考察した。観光が日本経済の中心的な存在となるためには，国内の施策よりも海外からの旅行客を増加させるほうが効果は大きい。ラグビーとサッカーという世界で人気のある競技が日本で開催されれば，日本への集客効果も大きく，日本のPRにもなるだろうから，観光への良いインパクトを期待できるだろう。
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1 2 3 4 5 6 7 8

1 450,006.6 376,537.4 118,241.0 71,912.7

2 949,839.0

3 376,537.4

4 499,832.3 -104,356.1 156.8

5 395,600.2 19,333.6

6 1,902.1 30,242.1 -549.3

7 13,884.9

8 64,956.7 32.8 8,154.3 17,710.0 -18,259.3

出所　国民経済計算年報：平成20年版 内閣府・経済社会総合研究所
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